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(百万円未満切捨て) 

１．2022年６月期月期第２四半期の連結業績（2021年７月１日 ～ 2021年12月31日） 
（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率) 
 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2022年６月期第２四半期 932 － △558 － 54 － 32 － 

2021年６月期第２四半期 － － － － － － － － 
 
(注) 包括利益 2022年６月期第２四半期 30 百万円 ( ―  ％)  2021年６月期第２四半期  ― 百万円 ( ― ％) 

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

 円 銭 円 銭 

2022年６月期第２四半期 1.92 － 

2021年６月期第２四半期 － － 
 (注) 2022年６月期第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、2021年６月期第２四半期 

の数値及び対前年同四半期増減率については記載しておりません。 
 

（２）連結財政状態  
 

 総資産 純資産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

2022年６月期第２四半期 2,799 1,028 36.5 

2021年６月期 － － － 
 
(参考) 自己資本 2022年６月期第２四半期 1,022 百万円  2021年６月期 － 百万円 

 (注) 2022年６月期第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、2021年６月期の数値に 
    ついては記載しておりません。 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2021年６月期 － 0.00 － 0.00 0.00 

2022年６月期 － 0.00       

2022年６月期(予想)     － 0.00 0.00 

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

 

３．2022年６月期の連結業績予想（2021年７月１日 ～ 2022年６月30日） 
 (％表示は、対前期増減率) 

 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 3,100 － △830 － △300 － △340 － △18.98 

(注１) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 
(注２) １株当たり当期純利益は、当第２四半期会計期間において第４回新株予約権の行使(1,851,900株)を含めた期 

中平均株式数により算出しております。 
(注３) 2022年６月期第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、対前期増減率について 

 は記載しておりません。 
  



※ 注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 有 

  (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 

  新規 １ 社 (社名) 株式会社SANKO海商 、除外 ― 社（社名） 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有 

② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

④ 修正再表示 ： 無 

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年６月期２Ｑ 18,789,600株 2021年６月期 16,937,700株 

② 期末自己株式数 2022年６月期２Ｑ 4,500株 2021年６月期 4,500株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年６月期２Ｑ 17,053,976株 2021年６月期２Ｑ 15,822,750株 

  

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

  

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 ・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提とな

る条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１.当四半期決算に関する定性的

情報 (３)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当社グループは、当第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期連結累計期

間及び前連結会計年度末との比較分析は行っておりません。 

 

当第２四半期連結累計期間（2021年７月１日～2021年12月31日）における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症

拡大防止を目的とした緊急事態宣言が2021年９月に解除され、ワクチン接種等の対策促進による、経済活動や個人消費

の回復が期待されますが、引き続き景気動向は不透明な状況が見込まれます。 

外食産業におきましても、緊急事態宣言の発出やまん延防止等の重点措置等によって、店舗の臨時休業や営業時間の

短縮、酒類の提供自粛等を実施した結果、来店客数が大幅に減少いたしました。2021年９月の緊急事態宣言解除後は、

これまでの外出自粛による巣ごもり需要の反動から、急速に売上が回復する等明るい兆しが見えている一方で、新たな

変異株（オミクロン株）の発生に伴って感染再拡大への警戒感が強まり消費活動への影響が懸念され、引き続き厳しい

経営環境が続いております。 

当社グループは、社会的責任を果たすべく、お客様・従業員の安全を第一に考え、各自治体からの営業時間の短縮及

び酒類の提供自粛に係る要請に従うとともに、従業員に対して感染予防策の励行を徹底し、また、店内消毒及び定期的

な換気を行い、ソーシャルディスタンスを確保した配席を行う等の運営に取り組んでまいりました。また、「新しい生

活様式」に対応すべく既存店舗の厨房設備を活用したデリバリーサービスの拡大、ランチ時間帯の営業を強化する等、

店舗の活用方法の幅を広げてまいりました。 

このような状況の中、当社グループは、お客様の価値観や行動様式、ニーズが大きく変化する転換期であると認識し、

大胆な変革を行う絶好の機会であると捉え、2021年11月11日に公表しました中期経営計画に記載の通り、以下のダイナ

ミックな事業構造の転換に取り組みました。 

 

イ．かつて当社グループの強みであった首都圏駅前一等立地がいまや弱みになっていることから、一昨年来、大型・

空中階及び地下階の店舗を中心とする高固定費型店舗の大規模閉店を推し進め、概ねこれらの施策は完了いたしました。

なお、閉店に伴い回収した差入保証金は、主として運転資金に充当いたしました。 

 

ロ. テレワークの定着や外出自粛等の影響から、お客様の消費行動の中心は都市部一極集中から郊外に分散されつつ

あり、この傾向は今後も続くものと想定されます。「アカマル屋」「焼肉万里」は、郊外に位置する中小型店舗であり、

コロナ禍においても、お客様から一定の支持をいただいております。とりわけ「アカマル屋」は、低投資かつ高効率モ

デルのブランドであり、引き続きブランドの磨き上げを行い、慎重に商圏及び立地条件を見極めたうえで出店してまい

ります。 

 

ハ．大きな固定資産投資を伴わない官公庁や温浴施設等を中心とする飲食施設の運営受託事業を拡大するとともに、

弁当等の中食事業や自社運営サイト「ひとま」（https://hitoma-tuhan.com）他EC通販事業等の拡大に努めてまいりま

した。上記の取り組みの結果、当第２四半期連結会計期間末における直営実店舗48店舗のうち運営受託店舗は19店舗と

なり、およそ４割を占める割合となりました。また、香港における「東京チカラめし」の出店に関するライセンス契約

に基づき2021年９月に２号店、同年12月に３号店を出店いたしました。さらに、沼津水産事業として沼津市のふるさと

納税返礼品の商品開発を産地・生産者と協働で行い、ふるさと納税による地域ビジネス創出モデルを構築し、今後は産

地拡大を目指してまいります。 

当第２四半期連結累計期間における出退店につきましては、新型コロナウイルス感染症拡大による影響の変化を個店

ごとに慎重に見極め運営受託店３店舗を閉店いたしました。他方で、大きな投資を必要としない運営受託１店舗を出店

いたしました。これにより当第２四半期連結会計期間末における店舗数は、直営店48店舗（うち運営受託店19店舗）、

フランチャイズ店６店舗となりました。 

 

以上により、売上高は９億32百万円となりました。営業損失は５億58百万円となりました。経常利益は54百万円、親

会社株主に帰属する四半期純利益は32百万円となりました。 
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（２）財政状態に関する説明 

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は18億97百万円となりました。固定資産は９億２百万円となりま

した。当第２四半期連結会計期間末における流動負債は８億97百万円となりました。固定負債は８億73百万円とな

りました。この結果、負債の部は17億71百万円となりました。当第２四半期連結会計期間末における純資産の部は

新株予約権の行使による資本注入及び親会社株主に帰属する四半期純利益の計上等により10億28百万円となりまし

た。 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）の残高は、10億91百万円となりまし

た。なお、当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果支出した資金は、１億38百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益を46百万

円計上したものの、12月末時点における助成金収入に係る未収入分が３億14百万円あったことによるものでありま

す。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は、１億87百万円となりました。これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式

の取得による支出１億99百万円や有形固定資産の取得による支出35百万円によるものであります。一方で差入保証

金の回収による収入が１億１百万円ありました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は、４億95百万円となりました。これは、新株予約権の行使による株式の発行によ

る収入４億95百万円あったことによるものであります。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

2022年６月期の業績予想につきましては、2021年11月11日に公表いたしました予想から変更はありません。業績予想

は、現在入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる結果と

なる可能性があります。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記 

（１）四半期連結貸借対照表 
          (単位：百万円) 
          

当第２四半期連結会計期間 
(2021年12月31日) 

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 1,091 

  売掛金 296 

  商品 30 

  原材料及び貯蔵品 34 

  未収入金 356 

  その他 87 

  流動資産合計 1,897 

 固定資産  

  有形固定資産 70 

  無形固定資産  

   のれん 83 

   その他 2 

   無形固定資産合計 86 

  投資その他の資産  

   差入保証金 692 

   その他 53 

   貸倒引当金 △0 

   投資その他の資産合計 745 

  固定資産合計 902 

 資産合計 2,799 
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          (単位：百万円) 
          

当第２四半期連結会計期間 
(2021年12月31日) 

負債の部  

 流動負債  

  買掛金 208 

  未払費用 298 

  その他 390 

  流動負債合計 897 

 固定負債  

  長期借入金 200 

  退職給付に係る負債 108 

  資産除去債務 157 

  その他 407 

  固定負債合計 873 

 負債合計 1,771 

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 552 

  資本剰余金 429 

  利益剰余金 32 

  株主資本合計 1,014 

 その他の包括利益累計額  

  退職給付に係る調整累計額 7 

 その他の包括利益累計額合計 7 

 新株予約権 6 

 純資産合計 1,028 

負債純資産合計 2,799 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

第２四半期連結累計期間 

          (単位：百万円) 
          当第２四半期連結累計期間 

(自 2021年７月１日 
 至 2021年12月31日) 

売上高 932 

売上原価 315 

売上総利益 616 

販売費及び一般管理費 1,175 

営業損失（△） △558 

営業外収益  

 受取利息 0 

 受取配当金 0 

 貸倒引当金戻入額 0 

 助成金収入 615 

 その他 1 

 営業外収益合計 617 

営業外費用  

 支払利息 0 

 株式交付費 3 

 その他 0 

 営業外費用合計 4 

経常利益 54 

特別損失  

 店舗閉鎖損失 1 

 減損損失 6 

 特別損失合計 7 

税金等調整前四半期純利益 46 

法人税、住民税及び事業税 14 

法人税等合計 14 

四半期純利益 32 

親会社株主に帰属する四半期純利益 32 
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四半期連結包括利益計算書 

第２四半期連結累計期間 

          (単位：百万円) 
          当第２四半期連結累計期間 

(自 2021年７月１日 
 至 2021年12月31日) 

四半期純利益 32 

その他の包括利益  

 退職給付に係る調整額 △2 

 その他の包括利益合計 △2 

四半期包括利益 30 

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 30 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
          (単位：百万円) 
          当第２四半期連結累計期間 

(自 2021年７月１日 
 至 2021年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前四半期純利益 46 

 減価償却費 1 

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1 

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 

 受取利息及び受取配当金 △0 

 支払利息 0 

 株式交付費 3 

 助成金収入 △615 

 減損損失 6 

 店舗閉鎖損失 1 

 売上債権の増減額（△は増加） △74 

 棚卸資産の増減額（△は増加） △0 

 仕入債務の増減額（△は減少） 81 

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 9 

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 127 

 その他の固定負債の増減額（△は減少） △26 

 その他 13 

 小計 △422 

 利息及び配当金の受取額 0 

 利息の支払額 △0 

 助成金の受取額 301 

 法人税等の支払額 △16 

 営業活動によるキャッシュ・フロー △138 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △35 

 無形固定資産の取得による支出 △11 

 差入保証金の差入による支出 △9 

 差入保証金の回収による収入 101 

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

△199 

 貸付けによる支出 △3 

 貸付金の回収による収入 0 

 その他 △31 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △187 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 リース債務の返済による支出 △0 

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 495 

 配当金の支払額 △0 

 財務活動によるキャッシュ・フロー 495 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 168 

現金及び現金同等物の期首残高 922 

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,091 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

当社は、2021年12月20日付で、有限会社神田コンサルティングから新株予約権行使による増資払込みを受けま

した。この結果、当第２四半期連結累計期間において資本金が502百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末に

おいて資本金が552百万円となっております。 

 

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動） 

   当第２四半期連結会計期間より、当社が株式会社SANKO海商の株式を取得したことにより、同社を連結の範囲 

  に含めております。なお、みなし取得日を2021年12月31日としており、かつ四半期連結決算日との差異が３ヶ月 

   を超えないことから、当第２四半期連結会計期間においては貸借対照表のみを連結しております。 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

項目 
当第２四半期連結累計期間 

(自  2021年７月１日  至  2021年12月31日) 

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年

度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用

を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率

を使用する方法によっております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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（会計方針の変更） 

(収益認識に関する会計基準等の適用) 

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等

を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ

ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

りますが、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高へ与える

影響もありません。 

 

(時価の算定に関する会計基準等の適用) 

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会

計基準第10号 2019年７月４日)第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。 

 

（追加情報） 

(新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響) 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、外出自粛による来店客数の減少や営業時間の短縮等によって、当社

グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を受けております。 

当該感染症の影響を正確に見通すことは困難でありますが、現時点で入手可能な情報や予測に基づき、ワクチ

ン接種が着実に進められている状況において、当連結会計年度下期にかけて外食需要が徐々に回復することが見

込まれ、当連結会計年度末には当該感染症の影響が概ね解消されるものと仮定し、継続企業の前提の検討、固定

資産の減損会計等の会計上の見積りを行っております。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、収束時期及び経営環境への影響等が変化した場

合には、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

 当社は、当第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項は以下のとおりであります。 

 

１. 連結の範囲に関する事項 

 (1)連結子会社の数  １社 

   連結子会社の名称 株式会社SANKO海商 

 (2)非連結子会社の数 １社 

(連結の範囲から除いた理由) 

子会社の総資産、売上高、四半期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも四

半期連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。 

 

２. 持分法の適用に関する事項 

 (1)持分法を適用した非連結子会社 

   該当事項はありません。 

 (2)持分法を適用しない非連結子会社の数 １社 

(持分法を適用しない理由) 

四半期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも四半期連結財務諸表に重要な

影響を及ぼさないため、持分法の適用範囲から除外しております。 
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３. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社である株式会社SANKO海商の決算日は３月31日であります。 

当四半期連結財務諸表の作成に当たっては、みなし取得日を2021年12月31日としており、かつ四半期連結決算

日との差異が３ヶ月を超えないことから、当第２四半期連結会計期間においては貸借対照表のみを連結しており

ます。 

 

４. 会計方針に関する事項 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

   子会社株式（持分法を適用しない非連結子会社） 

    移動平均法による原価法によっております。 

 

  ②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   商品、原材料及び貯蔵品 

    最終仕入原価法(収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)によっております。 

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産（リース資産を除く） 

  主として定率法によっております。 

ただし、1998年４月１日以降取得した建物(建物付属設備を除く)並びに2016年４月１日以降取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物(建物付属設備を含む) 10～18年 

構築物          ３～10年 

 

 ②無形固定資産 

  定額法によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。 

 

 ③リース資産 

リース資産を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(3)繰延資産の処理方法 

  株式交付費 

  支出時に全額費用処理しております。 

 

(4)引当金の計上基準 

   貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
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(5)退職給付に係る会計処理の方法 

 イ. 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当四半期連結会計期間末までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。 

ロ. 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(３年)による定額法により、

翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（３年）による定額法により、

費用処理することとしております。 

 

(6)のれんの償却方法及び償却期間 

 ３年間の定額法により償却しております。 

 

(7)四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

 

(8)その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（収益認識関係） 

 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 当第２四半期連結累計期間(自 2021年７月１日 至 2021年12月31日) 

 (単位:百万円) 

店舗売上高 843 

その他売上高  88 

顧客との契約から生じる収益  932 

その他の収益 － 

外部顧客への売上高  932 
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（企業結合等関係） 

取得による企業結合 

１．企業結合の概要 

 (1) 被取得企業の名称及びその事業の内容 

   被取得企業の名称 株式会社SANKO海商 

   事業の内容    鮮魚及び魚介類、海産物の小売、卸売業、水産物の加工業他 

 (2) 企業結合を行った主な理由 

当社は、2020年９月に沼津漁港において沼津我入道漁業協同組合と業務提携を行い、2020年12月に同漁

協に加入し組合員となりました。新たな収益の柱にすべく水産事業を立ち上げ、当社グループサプライチ

ェーン及び収益強化に向けて取り組んでおります。 

今回、新会社の株式を取得することで、海商が培ってきた本件事業の強みを生かし、当社グループの飲

食事業の業態及び商品強化、新たな販路の開拓や、沼津での水産事業とのシナジー効果を生かすことで、

早期に事業の確立を図るものであります。 

 (3) 企業結合日 

   2021年11月１日（持分取得日） 

   2021年12月31日（みなし取得日） 

 (4) 企業結合の法的形式 

   現金を対価とする株式取得 

 (5) 企業結合後の名称 

   変更はありません。 

 (6) 取得した議決権比率 

   100％ 

 (7) 取得企業を決定するに至った主な根拠 

   当社が現金を対価として株式を取得したため、当社を取得企業としております。 

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

  該当期間はありません。 

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

  当事業者間の守秘義務により非公表とさせていただきます。 

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額 

  アドバイザリー費用等 ８百万円 

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

 (1) 発生したのれんの金額 

   83百万円 

 (2) 発生原因 

   主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。 

 (3) 償却方法及び償却期間 

   ３年間にわたる均等償却 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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３．その他 

継続企業の前提に関する重要事象等 

当社は、「総合居酒屋」への需要が近年減少傾向にあることから、前事業年度まで４期連続の営業損失を計上し

ております。また、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言の発出やまん延防止等の重点措置等を受け、

酒類の提供制限やほとんどの店舗において臨時休業や営業時間の短縮等を実施いたしました。同宣言が2021年９月

末日に解除されたものの著しい売上高の減少により、営業損失５億58百万円、経常利益54百万円、親会社株主に帰

属する四半期純利益32百万円を計上し、当第２四半期連結会計期間末の純資産額は10億28百万円となりました。 

以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象が存在しておりますが、当第２四半期連結会

計期間末の財務状況及び今後の資金計画を検討した結果、当面の事業活動の継続性に懸念はありません。加えて、

以下に記載のとおり、当該事象を改善するための対応策を実施していることから、継続企業の前提に関する重要な

不確実性は認められないと判断しております。 

 

(1)収益改善施策の実施 

現在、当社グループは短・中期的な事業構造改革を推し進めており収益の改善を目指し次の施策に取り組んでお

ります。 

 

① 低投資・郊外中小型店舗の出店及びノンアセット型ビジネスモデルの拡大 

テレワークの定着や外出自粛等の影響から、お客様の消費行動の中心は都市部から郊外に分散されつつあり、

この傾向は今後も続くものと想定されます。「アカマル屋」「焼肉万里」は郊外に位置しており、コロナ禍にお

いてもお客様から一定の支持をいただいております。とりわけ「アカマル屋」は、低投資かつ高収益モデルのブ

ランドであり、引き続きブランドの磨き上げを行います。「アカマル屋」は、2021年10月に門前仲町(東京都江

東区)に出店いたしました。 

また、大きな固定資産投資を伴わない運営受託事業で2021年７月に２店舗を出店いたしました。 

今後もこれらの事業について慎重な出店判断を行ってまいります。 

さらに、「東京チカラめし」について、2021年４月に香港の飲食企業と香港における「東京チカラめし」の出

店に関するライセンス契約を締結し、同年６月に１号店、同年９月に２号店及び同年12月に３号店を出店いたし

ました。引き続き香港での出店に加え、今後はアジア地域でのライセンス契約獲得に取り組んでまいります。 

 

② 水産事業の６次産業化モデルの構築 

当社グループは、コロナ禍においても大きな影響を受けずに収益を確保できる当社グループ独自の事業ポート

フォリオの構築を目的として、既存事業とのシナジーを追求した水産事業の６次産業化モデルを構築いたします。 

2020年12月に沼津我入道漁業協同組合（以下、「我入道漁協」といいます。）に加入し組合員となって以降、

沼津で水揚げされた近海物の鮮魚や加工品等を、当社飲食直営店舗で提供するだけでなく、他の外食事業者また

は小売事業者に法人営業を行い、一般消費者に鮮魚の移動販売を行う等の水産事業の実績を積み重ねてまいりま

した。 

2021年９月より地方卸売市場沼津魚市場において当社が保有する買参権による買い付けをし、同年11月に子会

社化した株式会社SANKO海商（静岡県浜松市）の水産仲卸・加工事業と沼津で行う水産事業の連携により商品開

発力を強化いたしました。さらに同年12月に我入道漁協の組合員から漁業研修船兼自社運用船として漁船を譲り

受ける等、１次産業から２次産業の事業ポートフォリオ構築を進め、より一層地域に密着し信頼関係を深めるこ

とで地域生産者の課題を解決してまいりました。 

当社グループは、これからも全国の産地に入りこみ、地域の皆様（地元漁師や漁協その他水産事業者、地方自

治体等）と共に地域ビジネスの創出に取り組み、これまで飲食事業で蓄積した３次産業のノウハウを活かした

「売れるものを創る」ことで、水産事業の６次産業化モデルの構築を引き続き進めてまいります。 

以上のとおり、この結果、当社グループのサステナビリティ基本方針に沿った持続的な成長と中長期的な企業

価値の向上を果たす「食の総合プロデューサー」を目指してまいります。 
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③ コストの削減 

当社グループの取り組みとして、引き続きコストの見直し及び削減をより強力に進めてまいります。 

具体的な取り組みといたしましては、業務プロセス及びITシステムの見直しによって業務の省力化を実現するこ

とで、人件費等をより一層極小化いたします。さらに本社費用等、様々な施策によりコストを削減いたします。 

 

(2)財務基盤の強化 

① 資本注入 

2021年５月に第４回新株予約権の発行決議を行いましたが、2021年12月に新株予約権の行使により５億円の資金

を調達いたしました。当該資金は、運転資金、新規出店資金及び新規事業資金等に充当してまいります。 

 

② 金融機関との関係強化 

前述した収益改善施策の実施による営業収支の改善効果が現れるには一定の時間を要することから、今後も安定

した資金繰り管理を目的として金融機関との関係強化と調達交渉に努めてまいります。 

 

③ 運転資金の十分な確保 

売上高の減少等により資金残高が減少傾向にあることから、運転資金を十分に確保することが最優先課題となっ

ております。 

事業の利益管理をより一層強化し、また、経営環境の変化を慎重に見極めながら投資を実行し、確実な回収を実

現することで、運転資金の十分な確保に努めてまいります。 

 

以上のように、当連結会計年度において進める構造改革の効果が経常的に見込まれることから、収益改善及び財務基

盤の強化が図られ、これによって安定的に営業収支が改善する見込みであります。 

 


